






























ドイツの外国人人口は，1995年現在で 717万 4千人（総人口比 8.8%)である。この数字を1970年












85年 438万人(7.2% ），90年 534万人(8.4% ），そして95年に 717万人以上となっている。この外国人
人口の国籍別内訳をみると，トルコ　2,014 千人，ユーゴスラビア 798千人，イタリア 586千人，ギ
リシア 360千人，ボスニア･ヘルツェゴビナ 316千人，ポーランド 277千人，クロアチア 185千人，オ






































































































1989 1991 1993 1995 1997
全組合員数 2,679,237 3,607,794 3,146,437 2,869,469 2,668,346
うち外国人 312,050 325,154 304,911 281,521 267,527




全体 % ギリシア イタリア ユーゴ ポルトガル スペイン トルコ その他
1974 25.0 33.8 25.6 20.9 30.1 31.9 34.0 8.8
1979 31.8 36.6 31.3 27.9 34.0 38.5 48.5 11.8
1984 35.8 46.4 37.8 34.5 35.2 43.7 49.0 14.6
1989 33.8 45.0 41.7 32.1 35.1 41.0 44.9 14.2
1991 31.9 50.9 49.6 28.7 34.6 42.1 42.2 13.3




















































年 2月の選挙で選出された委員は全部で13人にすぎず，委員の国籍もトルコ 6人，ユーゴ 2人，ボ
スニア 1人，クロアチア 1人，その他の国籍 3人に割り当てられた。また，ＥＵ加盟国の国籍は，
ギリシア 3人，イタリア 2人，フィンランド 1人であり，ポーランドの 1人を含め，合計 7人の委員
は議会が任命するという方法に改められた。代表会議は，このような会議の在り方や選出方法は，
1990年以前の時代へ逆行するものであり，強く反対したが無駄であった。
ＥＵ加盟国住民への地方議会参政権の付与は，従来の外国人代表会議をＥＵ加盟国と非ＥＵ諸国
の外国人住民へと分割し，代表会議の機能低下が避けられない事態を生じさせている。ニュルンベ
ルクの外国人代表会議は，「残った者（非ＥＵ）の会議ではなく，少数者の利益を代表する機関」
への転換点にあるということができる。
６　外国人の自営業化
ドイツの外国人住民が相対的に増加する背景には，外国人労働者から自営業者へ転換する人々の
増加がある。ドイツに 8年間合法的に滞在した外国人は，一般的には無期限の滞在許可を得ること
ができ，この段階で外国人はドイツ国内で自営業を営むことができる。現在のドイツには，合計
42,000 のトルコ人企業がある。エッセンにある「トルコ研究所」のアンドレアス・ゴルトベルク
氏によれば，ドイツ経済全体の中で外国人が企業活動に乗り出す経済領域には，ふたつの領域があ
る。ひとつは，「隙間経済」と呼ぶことのできる領域であり，ドイツ人が経営したがらないような
部門，その典型的なものが，食料品店とか，食料品製造業，衣料品製造業である。その他，外国人
が経営する部門には，旅行業，レストラン経営や，清掃業などのサービス業などがある。もう一方
は，「補足経済」と呼ぶことのできる領域である。たとえば，トルコ商店がトルコの果物を輸入し
て，在住しているトルコ人住民に販売する業務などのように，特定の生産物の輸入・販売業である。
こうした補足経済は，次第にドイツ国内での生産物生産経済へと発展する。たとえば，トルコ・パ
ン製造業やドナ・ケーバ（トルコ料理店の店先で，グルグル回して焼かれている羊の肉の塊）製造
業などが，その具体的事例として挙げることができる。ドナ・ケーバを生産している工場は，フラ
ンクフルトにもあり，そこでは80人の従業員が就労している。
トルコ人やイタリア人など，外国人が経営する企業に就労している外国人労働者の数は，27万人
にのぼっている。比較的トルコ人に自営業者へ転換する人が多いのは，他の外国人に比べトルコ人
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の場合，ドイツの労働市場での就労機会が少ないこと，また不況時には，トルコ人労働者が解雇さ
れやすいという立場におかれていることなどが影響している。外国人による事業活動の展開は，ド
イツ経済の安定に貢献しているという肯定的な側面があると同時に，否定的な側面があることも事
実である。たとえば，第１に，労働時間や労働条件，最低賃金など労働法制で決められている基準
が守られているかどうかのコントロールが困難であること，第２に，労働組合が，こうした領域で
活動できる余地が極めて限定されていること，第３に，不法就労と思われる現象が多々あるという
点などである。
７　情報センター（ＩＤＡ）の設立
1990年，デュセルドルフの中心街のビルの２階に，「外国人敵視に反対し，多文化社会を展望す
る情報センター」と呼ぶべき機関が新たに設立された。東西ドイツが統一された当時，ドイツ国内，
特に旧東ドイツ地域では，ドイツ人青年による外国人襲撃事件が多発していた。その後，外国人を
ターゲットとする暴力事件，放火事件は，難民収容施設から長年ドイツで生活している外国人家庭
に対するものへと拡大し，1993年５月には，ゾーリンゲンで，トルコ人家庭の住宅が放火され，死
亡者を出すという痛ましい事件も起こっている。
ＩＤＡは，このような事件の担い手である20歳前後の若いドイツ人による事件や犯罪を防止する
ために，青年団体，警察署，スポーツ団体，労働組合など22の団体によって設立された情報提供セ
ンターである。ＩＤＡは，構成している団体が非常に広範囲にわたっていることもあり，政治的な
活動は行わない組織であり，デモなどの直接行動を組織したり，実行することもしない。また，青
年たちに直接接触して活動を行う組織ではないので，ＩＤＡでは外国人職員は働いていない。した
がって，ＩＤＡの主な仕事は，多文化社会に関連する映画，ビデオ，著書や論文などを収集し，そ
れぞれテーマ毎に整理した資料を提供すること，いろいろな催物に際しての映画，ビデオなどのフ
ィルムの上映を援助する活動などである。
ＩＤＡの設立にみられるように，ドイツでは外国人住民をめぐって何か事柄が生じた場合には，
すぐに対応する社会的な条件が培われている。かつて，難民収容施設が襲撃された時期には，ニュ
ルンベルクでは，外国人代表会議の呼びかけもあり，外国人とドイツ人住民による徹夜の防衛体制
がとられたりもした。
８　「移民センター」の開設にむけて
本年（1998年）末に，ノルトライン・ウェストファーレン州のゾーリンゲン市に全く新しい「移
民センター」が，州政府によって開設される。ＩＤＡの設立が，外国人住民をめぐる厳しい現実に
即応するためのものであったとするならば，「移民センター」の開設は，長年にわたって多くの外
国人労働者・住民を受け入れてきた歴史的経過と経験の結晶とみなすことができると思われる。す
でに指摘したように，ゾーリンゲンは，トルコ人住民家庭への悲惨な放火事件が起こった都市でも
ある。
「移民センター」は，その建物を含めて，現在設立準備中であるが，ノルトラン・ウェストファ
ーレン州政府の中のひとつの部門として設立され，海外からの専門家８名を含め，合計13名のスタ
ッフで構成される予定である。また，所長には，トルコ人女性の就任が決まっている。
「移民センター」は，ドイツ社会の多民族・多文化社会への発展という構想のもとでの教育・研
修センターであり，また情報伝達センターとしての役割を担う中央機関になるものと思われる。
「センター」設立の主な目的は，社会的統合政策や多数者と少数者との社会的・政治的権利の平等
を達成するための施策を学ぶこと，社会構成員の多様な価値観を学ぶとともに，多民族社会のもと
で生ずるさまざまな紛争を処理し，移民受入れ社会へ転換してゆくための社会的な諸能力を育成す
ること，いろいろな政党や社会グループとの共同作業に携わるとともに，あらゆる社会生活領域に
おける異文化相互交流教育を推進してゆくことなどである。
そのためには，多数者社会の側では州政府，自治体，教育期間や各種団体で生じている差別や偏
見を撲滅すること，マスメディアや出版・情報領域での公平性を確保すること，移民関係業務に携
わる専門職員を育成し，そのための研修プログラムを実施することが必要である。他方，少数者社
会の側においても，それぞれの出自と帰属性を保持しながら，受入れ社会に対する偏見をなくし，
いろいろな社会領域に積極的に参加するとともに，政治的・社会的責任の担い手としての自覚が求
められている。
以上のような目的を達成するために，「移民センター」には，移民問題や社会的統合問題につい
て，州政府，外国人局，その他の関連機関に具体的政策を提言したり，共同の作業に取り組むこと，
また，大学や研究所，その他の機関と協力して移民や統合問題についての学問的成果を収集したり，
さまざまな差別の構造を分析するとともに，そのためのサービスや情報を提供すること，さらに異
文化相互交流を促進するなどの課題が設定されている。このような「移民センター」の設立は，従
来のドイツにはなかった試みであり，その成果が期待される。
おわりに
はじめに指摘したように，以上の内容は，今日のドイツにおける外国人住民をめぐる動向の中か
ら重要と思われるいくつかの事例や論点を素描的に紹介したものにすぎない。だが，1980年代以降
の日本における新しい外国人労働者・住民をめぐる多くの問題との関連で一定の意味があるものと
思われる。
たとえば，必ずしもドイツの外国人代表会議と同じとは言えないが（もちろん，同じである必要
もないが），川崎市では外国人市民代表者会議，東京都では外国人都民会議が発足している。また，
すでに1995年２月の最高裁では，地方自治体が外国人住民に地方議会参政権を付与することは「憲
法上禁止されているものではない」という判決が出されている。他方，1993年に，大阪府の岸和田
市で，外国人住民の地方参政権を認める決議がされて以降，同様の動きは各地の地方自治体へと拡
大してきている。外国人住民の地方参政権に関するこうしたいくつかの積極的な動きは，今後のな
りゆき次第では，この問題で日本が外国の事例を乗り越える可能性を示していると思われる。
建設業を中心とする「不法就労」外国人労働者問題が，今日のドイツで大きな社会問題となって
おり，それに対して，労働組合をはじめ，その他の関連団体が一定の対策に取り組んでいる。ドイ
ツの場合，それは一面では，ＥＵの国際的な労働力自由移動政策の完成形態に付随する形で生じて
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いる現象であり，この意味では，今日の日本の「不法就労」外国人労働者問題とは質的に大きな違
いがあるが，それぞれの国や地域で「不法就労」状態が生み出される構造や背景の究明とそれぞれ
の共通性と異質性のより詳細な検討が必要であると思われる。
日本における日系ブラジル人をはじめ，難民，その他の多様な外国人労働者・住民の定住化は，
エスニック・レストラン，食料品店，ブラジル・パン製造会社，その他の自営業への転換，またこ
こでは触れることができなかったが，住宅や教育などの多くの問題や課題を生み出している。日本
の現状を念頭に置きながら外国の具体的な事例を考察すると，外国人を受け入れている社会の将来
像が現在改めて問い直されていると思われる。
約３週間という短い滞在期間であったが，行政機関，労働組合，その他の団体や自主的組織など，
19ヵ所を訪問することができた。多くの方々の親切に感謝するとともに，今後の研究に生かしてゆ
きたいと考えている。なお，本稿は，日本私学振興財団の学術研究振興資金の助成，ならびに文部
省科学研究助成金・基盤研究（B）･（2）の研究成果の一部である。記して，感謝したい。
（もり・ひろまさ　法政大学経済学部教授）
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